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3つのポイント

ここに注目！
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2024年度から欧州連合（EU）で段階的にスタートした、サステナビリティ開示の負担を
軽減するための法令改正案です。現行のサステナビリティ開示制度が過度に詳細で複雑
なものである、との批判に対応して欧州委員会より提案されました。オムニバス法案は、
2025年2月に提案された後、欧州議会およびEU理事会の議論を経て、同年12月に合意に
至りました。

主にサステナビリティ開示が要求されるEU域内企業の範囲について、従業員1,000名以上、
純売上高4億5千万ユーロ以上の企業へと引き上げられました。結果として、従前から
90％以上対象会社数が減少する見込みです。その他、バリュー・チェーンからの情報入
手要件の緩和、保証に関する要求の緩和（限定的保証のみとする）、人権・環境
デュー・ディリジェンスが求められる適用企業の範囲縮小なども合意されました。

EUは本改正を2026年3月までに完了させる予定で、その後12ヵ月以内にEU加盟国の国内
法への取込みが完了し次第適用されます。
本改正の適用により、現行のサステナビリティ開示制度の下で報告が求められていた企
業の一部は報告が不要となる見込みです。なお、サステナビリティ報告基準も開示内容
の簡素化に向けた検討が進められており、2026年上期の完了を見込んでいます。

今後の動きはどうなる？

オムニバス法案によって何が変わる？

オムニバス法案とは？

• サステナビリティ報告対象企業
の縮小は、欧州の開示制度の大
幅な軌道修正といえます。日本
企業においては、本改正により、
欧州の大規模拠点についてサス
テナビリティ報告義務の対象外
となるか、今後検討する必要が
あると考えられます。

• EU域外企業の最終親会社につ
いては2028年度からサステナ
ビリティ報告が求められており、
報告対象の範囲は縮小されたも
のの報告義務自体は維持されま
した。EU域外企業に適用され
るサステナビリティ報告基準の
開発は現在中断されており、今
後の動向に留意が必要です。

企業サステナビリティ報告指令（CSRD）等を改正する
オムニバス法案の内容について、EUで合意

サステナビリティ


